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研究成果の概要（和文）：目的：現在の量販店主導の水産物流通では“雑魚”扱いとなる水産物を積極的に流通
させようとする主体に注目し、雑魚流通の取引における垂直的な調整システムの実態と課題をフードシステムの
構造変化の影響と関連付けて明らかにすること。
結果：最近は多種多様な前浜の“雑魚”を積極的に取りそろえることで激化する量販店間競争に勝ち抜こうとす
るローカルスーパーの増加に伴い、漁業者グループ等と直接取引も増加している。継続的な事例の中には売り手
と買い手の個別交渉に基づき価格形成しているが、生産者側に価格決定のイニシアティブをもたせている例があ
る。だが、長期的にみるとスーパー主導型の産地取り込みが開始されているといえる。

研究成果の概要（英文）：Aim: To examine the main bodies actively encouraging distribution of marine 
products considered “commercially unpopular" in seafood distribution, currently driven by mass 
retailers, and to identify the realities and problems of the vertically coordinated system of 
trading “commercially unpopular” fish, with respect to the effects of structural changes in the 
food system.
Outcome: Recently, as local supermarkets increasingly try to survive intensifying competition among 
mass retailers by actively stocking a wider range of local“commercially unpopular” fish,  direct 
transactions with fishing groups have increased. In ongoing cases, prices are determined by 
individual negotiations between vendors and buyers, but in some cases, producers are allowed the 
initiative to determine prices. However, in the long view, it seems supermarket-driven incorporation
 of production centers has started.

研究分野：農水産物流通論

キーワード： 雑魚　漁業者グループ　漁村女性起業　漁協　ローカルスーパー
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研究成果の学術的意義や社会的意義
今回、“雑魚”流通の取引について調査研究できたことから、国産水産物をうまく流通させるための一方法を検
討することができた。また、現在の流通システム上、市場価値が低いとされてしまう水産物をいかに流通・消費
させていくかが世界的にも大きな課題の一つとなっている中で、“雑魚”として扱われてしまう多種多様な水産
物をきちんと流通できる流通システムを再構築しようとする日本の動きを検討できたことで、世界的な課題にも
接近することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
①増える“雑魚扱い” 
日本では、津々浦々で地域色豊かな多種多様かつサイズも様々な魚が水揚げされ、そうした魚
をきちんと評価し、流通させ、販売する流通業者や小売商が存在し、様々な料理法でおいしく食べ
るという食文化や消費者が各地に根付いてきた。 
しかし、90 年代に入り、強固なバイイング・パワーをもった大手量販店等によって、サイズや魚種
が画一化され、大量・広域流通にそぐう魚種ばかりが強く求められるようになり（濱田 2011 等）、大
手量販店にとって種類、サイズ、量等の観点から扱いやすい水産物は評価されるが、それらの条
件を満たさない水産物は価値の低い魚、すなわち雑魚扱いされる水産物が増えてきている（副島
2015 等）。たとえば、誰もが知っている“タイ”であっても上記の条件を満たさなければ“雑魚扱い”
となることもしばしば起こっている。 
 
②雑魚をビジネスチャンスととらえる動き-水産物流通の新展開- 
一方で、上記のような状況を受けて、各産地では六次産業化等の政策的な追い風も受けて、漁
協や漁村女性起業グループ等は、現在の市場では評価が低い雑魚に価値を見出していくような
加工・販売等の取り組みが増加し、地域や漁家経営に貢献している。最近になると、産地だけでな
く、ローカルスーパー等において、雑魚扱いされる多種多様な水産物を取り揃えることで、激化す
る量販店間競争に勝ち抜こうとする動きが顕著となってきた（佐野 2014）。つまり、①雑魚を苦手と
していた量販店が積極的に雑魚を扱おうとしている（副島 2010）、②雑魚をめぐって量販店間の競
争が激化している（副島 2010）、③こうした量販店への対応として、卸売市場も雑魚類を取り揃えよ
うと方向転換し始めている（副島 2008）、④雑魚を扱おうとする量販店と産地での販売活動（直売
所等）との間の競争も見られ始める等、雑魚流通をめぐって、これまでの量販店主導の水産物流通
は新展開を見せ始めている。 
また、量販店主導型の水産物流通が形成される中で、多種多様な雑魚を評価、仕分け、配
送、販売する流通側の能力が低下してきた（秋谷 2006）。その点を漁村女性起業グループ等
が代替する機能を発揮している（副島 2008,副島 2015等）。 
 
２．研究の目的 
上述のように、産地のみならず流通・小売においても、こうした雑魚を積極的に扱おうと
する動きが出てきていることは明らかとなったが、具体的にどのように雑魚を評価、仕分け、
販売しようとしているのか、そこにおける課題は何か、川上から川下における垂直的関係の
中でどのような取引と価格の合意調整システムがなされているのかといった点をまだ明ら
かにできていない。そこで、これらの点を明らかにすることで、現在の水産物流通の新展開
の特徴と方向性を見通し、これからの水産物流通・市場のあり方について検討することを目
的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、大きく、①既存研究や統計等から“雑魚”流通および水産物流通の現段階的特徴を整
理する理論的研究と、②雑魚を積極的に取り扱おうとする主体を事例にして、垂直的な雑魚の取
引関係とその調整システムを明らかにするためのインタビュー調査を基本とした実証的研究をす
すめた。元来、多種多様な水産物が多く水揚げされてきた瀬戸内海地区を中心として、ロー
カルスーパー、卸売市場、漁協、漁業者グループ、漁村女性起業等の雑魚を積極的に取り扱
おうとする主体を中心に取り上げた。また、事例研究を深めていくために、瀬戸内海地区以外
の事例も補足的に研究した。 
 
４．研究成果 
既述のように、最近は多種多様な前浜ものの“雑魚”を積極的に取りそろえることで激化す
る量販店間競争に勝ち抜こうとする動きが顕著となってきており（佐野，2014）、ローカル
スーパーが漁業者グループ等と雑魚の取引を開始する例が展開している。 
それらの取り組みの中でも継続的な事業となっている事例に共通する点は、①価格形成
システムとしては、建値市場の平均価格をベースとした売り手と買い手の個別交渉に基づ
く価格発見だが、生産者側に価格決定のイニシアティブがあるということ、②物流費等も量
販店側が支出することで、生産者側の費用負担を減らそうとしていること等が明らかとな
った。しかし一方で、こうした動きは、長期的にみるとスーパー側が今の時点から産地を確
保しようとする動き（スーパー主導型の産地取り込み）の第一歩に踏み出している状況であ
ること等も明らかとなった。また、量販店を中心として、これまで“雑魚扱い”とされるよう
な前浜ものの魚を巡る競争が激しくなる中で、前浜ものの中でも水揚げ後の処理の仕方などに
よるワンランク上の水産物を揃えられることが、産地対応の一つとして重要性を増しており、
“雑魚”流通をめぐってまた流通の細分化が起こりつつあるといえる。 
女性起業については、“雑魚扱い”とされてしまう水産物に注目し、それらを加工することで
利用していこうとする事業が多い。しかし、上記のようにローカルスーパーなどが差別化のため
に“雑魚扱い”の水産物の生産・流通段階への関与を強める中で、女性起業には原料となる水産
物が供給されにくくなる状況も発生しており、“雑魚扱い”の魚を巡っての競争が激しくなりつ



つある状況も明らかとなった。 
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